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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　データ伝送の方法であって、
　端末は、基地局より送信された第１指示シグナリングを受信することであって、前記第
１指示シグナリングは、前記端末が、ターゲット搬送波のターゲット時間ユニットで、第
１時間間隔ＴＴＩを使用し、準静的スケジューリングする第１データを伝送するように指
示するために用いられる、ことと、
　前記端末は、前記基地局より送信された第２指示シグナリングを受信することであって
、前記第２指示シグナリングは、前記端末が、前記ターゲット搬送波の前記ターゲット時
間ユニットで、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジューリングする第２データを伝送するよ
うに指示するために用いられ、ここで、前記第１ＴＴＩの長さが前記第２ＴＴＩの長さと
異なり、しかも、前記第１ＴＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下であり、前記第２ＴＴ
Ｉの長さが時間ユニットの長さ以下である、ことと、
　前記端末は、準静的スケジューリング伝送により占用される第１時間リソースの前記タ
ーゲット時間ユニットにおける位置と、動的スケジューリング伝送により占用される第２
時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とを確定することと、
　前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前
記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１
データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することと、
　を含む、
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　ことを特徴とするデータ伝送の方法。
【請求項２】
　前記準静的スケジューリングする第１データを伝送することは、準静的スケジューリン
グする第１物理アップリンク共有チャネルＰＵＳＣＨを送信することを含み、前記動的ス
ケジューリングする第２データを伝送することは、動的スケジューリングする第２ＰＵＳ
ＣＨを送信することを含み、又は、
　前記準静的スケジューリングする第１データを伝送することは、準静的スケジューリン
グする第１物理ダウンリンク共有チャネルＰＤＳＣＨを受信することを含み、前記動的ス
ケジューリングする第２データを伝送することは、動的スケジューリングする第２ＰＤＳ
ＣＨを受信することを含む、
　ことを特徴とする請求項１に記載のデータ伝送の方法。
【請求項３】
　前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前
記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１
データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳している場合、前記端末は、前記第１時間リソースのみを占用して前記第１データを伝
送することを確定することを含む、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載のデータ伝送の方法。
【請求項４】
　前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前
記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１
データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳し、しかも、前記第１時間リソースの開始時間位置が前記第２時間リソースの開始時間
位置と同じであり、又は前記第１時間リソースの開始時間位置が前記第２時間リソースの
開始時間位置の後に位置している場合、前記端末は、前記第２時間リソースのみを占用し
て前記第２データを伝送することを確定することを含む、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載のデータ伝送の方法。
【請求項５】
　前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前
記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１
データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳し、しかも、前記第２時間リソースの開始時間位置が前記第１時間リソースの開始時間
位置の後に位置している場合、前記端末は、前記第１時間リソースのみを占用して前記第
１データを伝送することを確定することを含む、
　ことを特徴とする請求項１、２又は４に記載のデータ伝送の方法。
【請求項６】
　前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前
記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１
データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳していない場合、前記端末は、前記第１時間リソースを占用して前記第１データを伝送
し、しかも前記第２時間リソースを占用して前記第２データを伝送することを確定するこ
とを含む、
　ことを特徴とする請求項１、２、４又は５に記載のデータ伝送の方法。
【請求項７】
　前記時間ユニットはサブフレームである、
　ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載のデータ伝送の方法。



(3) JP 6736668 B2 2020.8.5

10

20

30

40

50

【請求項８】
　端末であって、前記端末は、受信モジュール及び処理モジュールを含み、
　前記受信モジュールは、基地局より送信された第１指示シグナリングを受信するように
構成され、前記第１指示シグナリングは、前記端末が、ターゲット搬送波のターゲット時
間ユニットで、第１時間間隔ＴＴＩを使用し、準静的スケジューリングする第１データを
伝送するように指示するために用いられ、
　前記受信モジュールは、前記基地局より送信された第２指示シグナリングを受信するよ
うにさらに構成され、前記第２指示シグナリングは、前記端末が、前記ターゲット搬送波
の前記ターゲット時間ユニットで、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジューリングする第２
データを伝送するように指示するために用いられ、ここで、前記第１ＴＴＩの長さが前記
第２ＴＴＩの長さと異なり、しかも、前記第１ＴＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下で
あり、前記第２ＴＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下であり、
　前記処理モジュールは、準静的スケジューリング伝送により占用される第１時間リソー
スの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、動的スケジューリング伝送により占用
される第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とを確定するように
構成され、
　前記処理モジュールは、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける
位置と、前記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて
、前記第１データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定するよ
うにさらに構成される、
　ことを特徴とする端末。
【請求項９】
　前記準静的スケジューリングする第１データを伝送することは、準静的スケジューリン
グする第１物理アップリンク共有チャネルＰＵＳＣＨを送信することを含み、前記動的ス
ケジューリングする第２データを伝送することは、動的スケジューリングする第２ＰＵＳ
ＣＨを送信することを含み、又は、
　前記準静的スケジューリングする第１データを伝送することは、準静的スケジューリン
グする第１物理ダウンリンク共有チャネルＰＤＳＣＨを受信することを含み、前記動的ス
ケジューリングする第２データを伝送することは、動的スケジューリングする第２ＰＤＳ
ＣＨを受信することを含む、
　ことを特徴とする請求項８に記載の端末。
【請求項１０】
　前記処理モジュールは、具体的に、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳している場合、前記端末は、前記第１時間リソースのみを占用して前記第１データを伝
送することを確定するように構成される、
　ことを特徴とする請求項８又は９に記載の端末。
【請求項１１】
　前記処理モジュールは、具体的に、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳し、しかも、前記第１時間リソースの開始時間位置が前記第２時間リソースの開始時間
位置と同じであり、又は前記第１時間リソースの開始時間位置が前記第２時間リソースの
開始時間位置の後に位置している場合、前記端末は、前記第２時間リソースのみを占用し
て前記第２データを伝送することを確定するように構成される、
　ことを特徴とする請求項８又は９に記載の端末。
【請求項１２】
　前記処理モジュールは、具体的に、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳し、しかも、前記第２時間リソースの開始時間位置が前記第１時間リソースの開始時間
位置の後に位置している場合、前記端末は、前記第１時間リソースのみを占用して前記第
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１データを伝送することを確定するように構成される、
　ことを特徴とする請求項８、９又は１１に記載の端末。
【請求項１３】
　前記処理モジュールは、具体的に、
　前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重
畳していない場合、前記端末は、前記第１時間リソースを占用して前記第１データを伝送
し、しかも前記第２時間リソースを占用して前記第２データを伝送することを確定するよ
うに構成される、
　ことを特徴とする請求項８、９、１１又は１２に記載の端末。
【請求項１４】
　前記時間ユニットはサブフレームである、
　ことを特徴とする請求項８乃至１３のいずれか１項に記載の端末。
【請求項１５】
　コンピュータ記憶媒体であって、命令が記憶され、
　プロセッサは、前記命令を実行する場合、請求項１乃至７のいずれか１項に記載の方法
を実行する、
　コンピュータ記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信分野に関し、具体的には、データ伝送の方法及び端末に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エアインターフェース技術、及びその応用の継続的な発展に伴い、将来の通信技術にお
いて、伝送遅延の短縮は、通信の重要な指標の一つになっている。例えば、移動端末のリ
アルタイムの遠隔監視（Ｒｅａｌ－ｔｉｍｅ　Ｒｅｍｏｔｅ　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ　ｆｏ
ｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｒｍｉｎａｌｓ）におけるエンドツーエンドの伝送遅延を１０ｍ
ｓより小さくするように、トラフィック効率及び安全性サービス（Ｔｒａｆｆｉｃ　Ｅｆ
ｆｉｃｉｅｎｔｙ　ａｎｄ　Ｓａｆｅｔｙ）における伝送遅延を５ｍｓとするように求め
られ、その他のサービスにおいては、より短い伝送遅延がさらに求められる可能性がある
。
【０００３】
　伝送遅延を短縮する重要な技術のうちの一つは、伝送時間間隔（ＴＴＩ：Ｔｒａｎｓｍ
ｉｓｓｉｏｎ　Ｔｉｍｅ　Ｉｎｔｅｒｖａｌ）を短縮させることである。現在、ロング・
ターム・エボリューション（ＬＴＥ：Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）システ
ムのＴＴＩの長さは１ｍｓであり、ロング・ターム・エボリューション技術のバージョン
アップしたバージョン１３（ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｒｅｌｅａｓｅ　１３、ＬＴＥ
－Ａ　Ｒｅｌ－１３）において、より短いＴＴＩを使用してデータ伝送を行うような研究
が始まっている。
【０００４】
　短いＴＴＩの利点は、伝送遅延を短縮することにあるが、それによって、制御シグナリ
ングのオーバーヘッドが高く、スペクトルの効率が低くなる。同時に複数の種類のサービ
スの端末にとって、その中で一番短い遅延を要求するサービスに基づいて、統一のＴＴＩ
を確定した場合、リソースの無駄になる。システムの効率を兼ねて、伝送遅延を保証する
ために、端末が異なるＴＴＩの長さを使用するように動的にスケジューリングするように
しても良く、即ち、短い遅延に係るサービスを伝送する時に短いＴＴＩを使用し、その他
のサービスを伝送する時に通常のＴＴＩを使用する。そのため、ＬＴＥ－Ａ　Ｒｅｌ－１
３において、短いＴＴＩでの伝送をサポートする搬送波において、現行のＬＴＥシステム
との互換性を保証するように求められ、即ち、同時に１ｍｓのＴＴＩも対応する必要があ
る。
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【０００５】
　現在、ＬＴＥシステムは、二つの異なるデータスケジューリング方式をサポートしてお
り、即ち、準静的スケジューリングと動的スケジューリングである。ここで、準静的スケ
ジューリングとは、基地局が上位レイヤシグナリングによって、スケジューリング周期、
物理リソース位置、変調符号化レベルなどを含む端末のスケジューリング情報を指示する
ことである。基地局は、端末に一つのダウンリンク制御シグナリング（ＤＣＩ：Ｄｏｗｎ
ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）を送信することによって、端末の
準静的スケジューリングをトリガーしてから、端末は、固定の周期毎に、同じ周波数リソ
ースにおいてデータを伝送する。動的スケジューリングとは、基地局が一回のデータ伝送
を確定する場合、端末に一つのＤＣＩを送信し、端末は、ＤＣＩの指示に基づいて、対応
する時間周波数リソースにおいてデータを伝送する。動的スケジューリングは、固定の周
期がない。
【０００６】
　上記ＴＴＩをサポートしていないシステムにおいて、動的スケジューリングと準静的ス
ケジューリングとは、対応するＴＴＩが同じである。動的スケジューリングと準静的スケ
ジューリングとの対応する時間周波数リソースが重畳している場合、動的スケジューリン
グと準静的スケジューリングとの対応するＴＴＩが同じであるため、動的スケジューリン
グと準静的スケジューリングとの対応するデータの到着時間、基地局スケジューリング時
間、データ処理時間のいずれも同じであり、従って、端末は、元の準静的スケジューリン
グするデータと動的スケジューリングするデータとを合わせて伝送を行うことができる。
例えば、端末はデータを合わせてから、すべてを動的スケジューリングの時間周波数リソ
ースにおいて伝送を行う。即ち、準静的スケジューリングで伝送するサブフレームにおい
て、端末が動的スケジューリングを受信した場合、動的スケジューリングデータを受信又
は送信する（基地局が、準静的スケジューリングするデータを、動的スケジューリングす
るデータにパケット化する）。
【０００７】
　しかし、ＬＴＥシステムにおける動的スケジューリングと準静的スケジューリングとの
対応するＴＴＩが異なる場合、スケジューリングに対応するデータの到着時間、基地局ス
ケジューリング時間、データ処理時間が異なるため、現行の動的スケジューリングが準静
的スケジューリングをオーバーライド（ｏｖｅｒｒｉｄｅ）する仕組みに適用することが
できなくなる。
【発明の概要】
【０００８】
　本発明の実施例は、データ伝送の方法及び端末を提供し、異なるＴＴＩにおける動的ス
ケジューリングと準静的スケジューリングを実現することが可能である。
【０００９】
　第１態様において、データ伝送の方法を提供し、前記方法は、
　端末は、基地局より送信された第１指示シグナリングを受信することと、
　前記端末は、前記基地局より送信された第２指示シグナリングを受信することと、
　前記端末は、準静的スケジューリング伝送により占用される第１時間リソースの前記タ
ーゲット時間ユニットにおける位置と、動的スケジューリング伝送により占用される第２
時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とを確定することと、
　前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前
記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１
データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することと、
　を含み、前記第１指示シグナリングは、前記端末が、ターゲット搬送波のターゲット時
間ユニットで、第１時間間隔ＴＴＩを使用し、準静的スケジューリングする第１データを
伝送するように指示するために用いられ、前記第２指示シグナリングは、前記端末が、前
記ターゲット搬送波の前記ターゲット時間ユニットで、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジ
ューリングする第２データを伝送するように指示するために用いられ、ここで、前記第１
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ＴＴＩの長さが前記第２ＴＴＩの長さと異なり、しかも、前記第１ＴＴＩの長さが時間ユ
ニットの長さ以下であり、前記第２ＴＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下である。
【００１０】
　ここで、前記準静的スケジューリングする第１データを伝送することは、準静的スケジ
ューリングする第１物理アップリンク共有チャネルＰＵＳＣＨを送信することを含み、前
記動的スケジューリングする第２データを伝送することは、動的スケジューリングする第
２ＰＵＳＣＨを送信することを含み、又は、前記準静的スケジューリングする第１データ
を伝送することは、準静的スケジューリングする第１物理ダウンリンク共有チャネルＰＤ
ＳＣＨを受信することを含み、前記動的スケジューリングする第２データを伝送すること
は、動的スケジューリングする第２ＰＤＳＣＨを受信することを含む。
【００１１】
　本発明において、前記ターゲット時間ユニットは、物理ダウンリンク制御チャネルを伝
送するために占用される時間リソースと、データ伝送のために占用される時間リソースと
を含むことが可能であり、前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとの両方とも、
データ伝送のために占用される時間リソースである。
【００１２】
　本発明において、選択肢として、前記時間ユニットは、フレーム、サブフレーム、タイ
ムスロット又はシンボルである。好ましくは、前記時間ユニットはサブフレームである。
【００１３】
　第１態様を結合し、第１態様の第１種類の可能な実現方式において、前記端末は、前記
第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前記第２時間リソース
の前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１データと前記第２デ
ータのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、前記第１時間リソースと
前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重畳している場合、前記端末
は、前記第１時間リソースのみを占用して前記第１データを伝送することを確定すること
を含む。
【００１４】
　第１態様を結合し、第１態様の第２種類の可能な実現方式において、前記端末は、前記
第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前記第２時間リソース
の前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１データと前記第２デ
ータのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、前記第１時間リソースと
前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重畳し、しかも、前記第１時
間リソースの開始時間位置が前記第２時間リソースの開始時間位置と同じであり、又は前
記第１時間リソースの開始時間位置が前記第２時間リソースの開始時間位置の後に位置し
ている場合、前記端末は、前記第２時間リソースのみを占用して前記第２データを伝送す
ることを確定することを含む。
【００１５】
　第１態様、又は第１態様の第２種類の可能な実現方式を結合し、第１態様の第３種類の
可能な実現方式において、前記端末は、前記第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニ
ットにおける位置と、前記第２時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置
とに基づいて、前記第１データと前記第２データのうちの少なくとも一つを伝送すること
を確定することは、前記第１時間リソースと前記第２時間リソースとが、前記ターゲット
時間ユニットで重畳し、しかも、前記第２時間リソースの開始時間位置が前記第１時間リ
ソースの開始時間位置の後に位置している場合、前記端末は、前記第１時間リソースのみ
を占用して前記第１データを伝送することを確定することを含む。
【００１６】
　第１態様、又は第１態様の第２種類の可能な実現方式、又は第１態様の第３種類の可能
な実現方式を結合し、第１態様の第４種類の可能な実現方式において、前記端末は、前記
第１時間リソースの前記ターゲット時間ユニットにおける位置と、前記第２時間リソース
の前記ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、前記第１データと前記第２デ
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ータのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは、前記第１時間リソースと
前記第２時間リソースとが、前記ターゲット時間ユニットで重畳していない場合、前記端
末は、前記第１時間リソースを占用して前記第１データを伝送し、しかも前記第２時間リ
ソースを占用して前記第２データを伝送することを確定することを含む。
【００１７】
　具体的に、前記第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり、前記第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより
小さく、又は、前記第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、前記第２ＴＴＩの長さが１ｍ
ｓより小さい。
【００１８】
　第２態様において、端末を提供し、受信モジュールと処理モジュールとを含み、第１態
様と、それに対応する実現方式を実施するために用いられる。
【００１９】
　第３態様において、端末を提供し、プロセッサ、送受信装置、及び記憶装置を含み、第
１態様と、それに対応する実現方式を実施するために用いられ、しかも第３態様における
端末の各素子は、第２態様における端末の対応するモジュールに対応することができる。
【００２０】
　本発明の実施例におけるデータ伝送の方法と端末によって、端末は、異なるＴＴＩでの
伝送をサポートし、基地局は、端末がターゲット搬送波のターゲット時間ユニットで、第
１ＴＴＩを使用し、準静的スケジューリングする第１データを伝送し、第２ＴＴＩを使用
し、動的スケジューリングする第２データを伝送するように指示し、準静的スケジューリ
ング伝送により占用される第１時間リソースと、動的スケジューリング伝送により占用さ
れる第２時間リソースとのそれぞれのターゲット時間ユニットにおける位置に基づいて、
第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定し、それによっ
て、異なるＴＴＩにおける動的スケジューリングと準静的スケジューリングを実現する。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一つの実施例におけるデータ伝送の方法を示すフローチャートである。
【図２】本発明の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図３】本発明の他の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図４】本発明のさらに他の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図５】本発明のさらに他の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図６】本発明のさらに他の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図７】本発明のさらに他の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図８】本発明のさらに他の一つの実施例におけるデータ伝送を示す図である。
【図９】本発明の一つの実施例における端末を示すブロック図である。
【図１０】本発明の他の一つの実施例における端末を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　より明確に本発明の実施例を説明するために、上記において、実施例または先行技術の
説明で必要となる図面を簡単に説明し、明らかに、上記に記載されている図面は、単なる
本発明の幾つかの実施例に過ぎず、当業者にとって、創造的な労力を払わない前提で、こ
れらの図面に基づいてその他の図面を得ることができる。
【００２３】
　下記において、本発明の実施例の図面を結合し、本発明の実施例の技術案を明確的、全
面的に説明し、当然、説明されている実施例は、本発明の一部の実施例に過ぎず、全ての
実施例ではない。本発明の実施例に基づいて、当業者は、創造的な労力を払わずに得られ
た全てのその他の実施例は、本発明の範囲内である。
【００２４】
　本明細書に使用される用語「コンポーネント」、「モジュール」、「システム」などは
コンピュータに関連するエンティティ、ハードウェア、ファームウェア、ハードウェアと
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ソフトウェアの組み合わせ、ソフトウェア、又は実行中のソフトウェアを表すことに用い
られる。例えば、コンポーネントは、プロセッサで実行されているプロセス、プロセッサ
、オブジェクト、実行可能ファイル、実行スレッド、プログラム及び／又はコンピュータ
であってもよいが、これらに限定されない。図面に示すように、コンピューティングデバ
イスで動作しているアプリケーション及びコンピューティングデバイスは全てコンポーネ
ントであってもよい。一つ又は複数のコンポーネントはプロセス及び／又は実行スレッド
に常駐することができ、コンポーネントは一つのコンピュータに置かれてもよく及び／又
は２つ以上のコンピュータの間に配置してもよい。その他、これらのコンポーネントは、
様々なデータ構造が記憶されている様々なコンピュータ可読媒体から実行されてもよい。
コンポーネントは例えば一つ又は複数のデータグループ（例えばローカルシステム、分散
型システム及び／又はネットワーク間の他のコンポーネントとインタラクションを行う二
つのコンポーネントからのデータ、例えば信号によって他のシステムとインタラクション
を行うインターネット）を含む信号に基づいて、ローカル及び／又は遠隔プロセスにより
通信することができる。
【００２５】
　理解すべきこととして、本発明の実施例における技術案は、様々な通信システム、例え
ばグローバル移動体通信（ＧＳＭ：Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｍｏｂｉｌｅ　
Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）システム、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ：Ｃｏｄｅ　Ｄｉ
ｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）システム、広帯域符号分割多元接続（
ＷＣＤＭＡ：Ｗｉｄｅｂａｎｄ　Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃ
ｃｅｓｓ）汎用パケット無線サービス（ＧＰＲＳ：Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｐａｃｋｅｔ　Ｒａ
ｄｉｏ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）システム、長期進化型（ＬＴＥ：Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏ
ｌｕｔｉｏｎ）システム、ＬＴＥ周波数分割複信（ＦＤＤ：Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖ
ｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ）システム、ＬＴＥ時分割複信（ＴＤＤ：Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉ
ｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ）システム、ユニバーサル移動通信システム（ＵＭＴＳ：Ｕｎｉ
ｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ）、
グローバルインターコネクトマイクロ波アクセス（ＷｉＭＡＸ：Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉ
ｎｔｅｒｏｐｅｒａｂｉｌｉｔｙ　ｆｏｒ　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ａｃｃｅｓｓ）通信シ
ステム、及び将来の５Ｇ通信システムなどに適用されることができる。
【００２６】
　本発明は端末装置と結合して各実施例を説明する。端末装置は無線アクセスネットワー
ク（ＲＡＮ：Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）を介して一つ又は複数のコア
ネットワークと通信することができ、端末装置はユーザ装置（ＵＥ：Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉ
ｐｍｅｎｔ）、アクセス端末、ユーザユニット、ユーザサイト、移動サイト、移動局、遠
隔サイト、遠隔端末、移動装置、ユーザ端末、端末、無線通信装置、ユーザエージェント
又はユーザデバイスであってもよい。アクセス端末装置はセルラー電話、コードレス電話
、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ：Ｓｅｓｓｉｏｎ　Ｉｎｉｔｉａｔｉｏｎ　Ｐｒｏ
ｔｏｃｏｌ）電話、無線ローカルループ（ＷＬＬ：Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｌｏｃａｌ　Ｌｏ
ｏｐ）サイト、パーソナルデジタル処理（ＰＤＡ：Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ａｓｓｉｓｔａｎｔ）、無線通信機能を備えるハンドヘルドデバイス、コンピューティン
グデバイス又は無線モデムに接続された他の処理デバイス、車載デバイス、ウェアラブル
デバイス、将来の５Ｇネットワークにおける端末装置などであってもよい。
【００２７】
　本発明は基地局を結合して各実施例を説明する。基地局は端末装置と通信するための装
置であってもよく、例えばＧＳＭシステム又はＣＤＭＡにおける基地局（ＢＴＳ：Ｂａｓ
ｅ　Ｔｒａｎｓｃｅｉｖｅｒ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、ＷＣＤＭＡシステムにおける基地局（
ＮＢ：ＮｏｄｅＢ）、ＬＴＥシステムにおける進化型基地局（ｅＮＢ又はｅＮｏｄｅＢ：
Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎａｌ　Ｎｏｄｅ　Ｂ）であってもよく、又は該基地局は中継局、アク
セスポイント、車載デバイス、ウェアラブルデバイス及び将来の５Ｇネットワークにおけ
るネットワーク側装置などであってもよい。
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【００２８】
　以下において、本発明の実施例に係る相関技術と概念を簡単に説明する。
【００２９】
　エアインターフェース技術、及びその応用の継続的な発展に伴い、将来の通信技術にお
いて、伝送遅延の短縮は、通信の重要な指標の一つになっている。例えば、移動端末のリ
アルタイムの遠隔監視（Ｒｅａｌ－ｔｉｍｅ　Ｒｅｍｏｔｅ　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ　ｆｏ
ｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｒｍｉｎａｌｓ）におけるエンドツーエンドの伝送遅延を１０ｍ
ｓより小さくするように、トラフィック効率及び安全性サービス（Ｔｒａｆｆｉｃ　Ｅｆ
ｆｉｃｉｅｎｔｙ　ａｎｄ　Ｓａｆｅｔｙ）における伝送遅延を５ｍｓとするように求め
られ、その他のサービスにおいては、より短い伝送遅延がさらに求められる可能性がある
。表１に、ＬＴＥシステムのバージョン８（Ｒｅｌｅａｓｅ　８、Ｒｅｌ　８）とバージ
ョン９（Ｒｅｌｅａｓｅ　９、Ｒｅｌ　９）における、ダウンリンク伝送の典型的伝送遅
延を示している。
【表１】

【００３０】
　ここで、到着データ処理と端末におけるデコーディングに起因する遅延は、主にＴＴＩ
の長さに関係している。そのため、伝送遅延を短縮する重要な技術のうちの一つは、ＴＴ
Ｉを短縮することである。現在、ＬＴＥシステムのＴＴＩの長さは１ｍｓであり、ロング
・ターム・エボリューション技術のバージョンアップしたバージョン１３（ＬＴＥ－Ａｄ
ｖａｎｃｅｄ　Ｒｅｌｅａｓｅ　１３、ＬＴＥ－Ａ　Ｒｅｌ－１３）において、より短い
ＴＴＩを使用してデータ伝送を行うような研究が始まっている。
【００３１】
　短いＴＴＩの利点は、伝送遅延を短縮することにあるが、それに応じで、制御シグナリ
ングのオーバーヘッドが高く、スペクトルの効率が低い代価を払うことになる。同時に複
数の種類のサービスを行う端末にとって、その中で一番短い遅延を要求するサービスに基
づいて、統一のＴＴＩを確定した場合、リソースの無駄になる。システムの効率を兼ねて
、伝送遅延を保証するために、端末が異なるＴＴＩの長さを使用するように動的にスケジ
ューリングするようにしても良く、即ち、短い遅延に係るサービスを伝送する時に短いＴ
ＴＩを使用し、その他のサービスを伝送する時に通常のＴＴＩを使用する。そのため、Ｌ
ＴＥ－Ａ　Ｒｅｌ－１３において、短いＴＴＩでの伝送をサポートする搬送波において、
現行のＬＴＥシステムとの互換性を保証するように求められ、即ち、同時に１ｍｓのＴＴ
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Ｉも対応する必要がある。
【００３２】
　現在、ＬＴＥシステムは、二つの異なるデータスケジューリング方式をサポートしてお
り、即ち、準静的スケジューリングと動的スケジューリングである。ここで、準静的スケ
ジューリングとは、基地局が上位レイヤシグナリングによって、スケジューリング周期、
物理リソース位置、変調符号化レベルなどを含む端末のスケジューリング情報を指示する
ことである。基地局は、端末に一つのダウンリンク制御シグナリング（ＤＣＩ：Ｄｏｗｎ
ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）を送信することによって、端末の
準静的スケジューリングをトリガーしてから、端末は、固定の周期毎に、同じ周波数リソ
ースにおいてデータを伝送する。動的スケジューリングとは、基地局が一回のデータ伝送
を確定する場合、端末に一つのＤＣＩを送信し、端末は、ＤＣＩの指示に基づいて、対応
する時間周波数リソースにおいてデータを伝送する。動的スケジューリングは、固定の周
期がない。
【００３３】
　それをサポートしていない方のシステムにおいて、動的スケジューリングと準静的スケ
ジューリングとは、対応するＴＴＩが同じである。動的スケジューリングと準静的スケジ
ューリングとの対応する時間周波数リソースが重畳している場合、動的スケジューリング
と準静的スケジューリングとの対応するＴＴＩが同じであるため、動的スケジューリング
と準静的スケジューリングとの対応するデータの到着時間、基地局スケジューリング時間
、データ処理時間のいずれも同じであり、従って、端末は、元の準静的スケジューリング
するデータと動的スケジューリングするデータとを合わせて伝送を行うことができる。例
えば、端末はデータを合わせてから、すべてを動的スケジューリングの時間周波数リソー
スにおいて伝送を行う。即ち、準静的スケジューリングで伝送するサブフレームにおいて
、端末が動的スケジューリングを受信した場合、動的スケジューリングデータを受信又は
送信する（基地局が、準静的スケジューリングするデータを、動的スケジューリングする
データにパケット化する）。
【００３４】
　しかし、ＬＴＥシステムにおける動的スケジューリングと準静的スケジューリングとの
対応するＴＴＩが異なる場合、スケジューリングに対応するデータの到着時間、基地局ス
ケジューリング時間、データ処理時間が異なるため、現行の動的スケジューリングが準静
的スケジューリングをオーバーライド（ｏｖｅｒｒｉｄｅ）する仕組みに適しなくなる。
【００３５】
　上記の課題により、本発明の実施例は、仕組みを提供し、ＬＴＥシステムにおける動的
スケジューリングと準静的スケジューリングとに対応するＴＴＩが異なる時のデータ伝送
を実現する。
【００３６】
　本発明の実施例において、時間ユニットは、フレーム、サブフレーム、タイムスロット
又はシンボルであっても良い。
【００３７】
　好ましくは、時間ユニットは、サブフレームであっても良い。便利上、本発明は、サブ
フレームを例として説明し、ターゲット時間ユニットをターゲットサブフレームと称する
。
【００３８】
　図１に、本発明の実施例におけるデータ伝送の方法１００が示されており、該方法１０
０は、Ｓ１１０～Ｓ１４０を含む。
【００３９】
　Ｓ１１０において、端末は、基地局より送信された第１指示シグナリングを受信し、該
第１指示シグナリングは、該端末がターゲット搬送波のターゲット時間ユニットで、第１
時間間隔ＴＴＩを使用し、準静的スケジューリングする第１データを伝送するように指示
するために用いられる。
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【００４０】
　Ｓ１２０において、該端末は該基地局より送信された第２指示シグナリングを受信し、
該第２指示シグナリングは、該端末が該ターゲット搬送波の該ターゲット時間ユニットで
、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジューリングする第２データを伝送するように指示する
ために用いられ、ここで、該第１ＴＴＩの長さが該第２ＴＴＩの長さと異なり、しかも、
該第１ＴＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下であり、該第２ＴＴＩの長さが時間ユニッ
トの長さ以下である。
【００４１】
　Ｓ１３０において、該端末は、準静的スケジューリング伝送により占用される第１時間
リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位置と、動的スケジューリング伝送により
占用される第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位置とを確定する。
【００４２】
　Ｓ１４０において、該端末は、該第１時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおけ
る位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、
該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定する。
【００４３】
　ここで、方法１００を実施する端末は、異なる長さのＴＴＩでの伝送をサポートするこ
とができる。準静的スケジューリングにおいて、基地局は、端末に第１指示シグナリング
を送信し、該第１指示シグナリングは、端末が準静的スケジューリングを行うように指示
することに用いられる。端末が準静的スケジューリングを行う時に、固定の周期毎に、同
じ周波数リソースにおいてデータ伝送を行う。そのため、端末が、位置が固定している幾
つかの時間周波数リソースにおいて、準静的スケジューリングするデータの伝送を行って
いる。本発明の実施例において、これらの固定の時間周波数リソース内の一つの時間周波
数リソースの周波数ドメインはターゲット搬送波に対応し、時間ドメインはターゲットサ
ブフレームに対応する。端末は、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームにおいて、
第１ＴＴＩを使用して、ターゲットサブフレーム内の第１時間リソースを占用して、準静
的スケジューリングする第１データを伝送する。好ましくは、該第１指示シグナリングは
ＤＣＩであり、該第１ＤＣＩに、ターゲット搬送波とターゲットサブフレームを指示する
ための情報が含まれている。端末は、準静的スケジューリング伝送により占用される第１
時間リソースのターゲットサブフレームにおける具体的な位置を確定する。
【００４４】
　動的スケジューリングにおいて、基地局は、端末に第２指示シグナリングを送信し、該
第２指示シグナリングは、該端末が該ターゲット搬送波の該ターゲットサブフレームにお
いて、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジューリングする第２データを伝送するように指示
するために用いられる。それに応じて、端末は、基地局より送信された該第２指示シグナ
リングを受信する。好ましくは、該指示シグナリングはＤＣＩであり、該ＤＣＩに、ター
ゲット搬送波とターゲットサブフレームを指示するための情報が含まれている。端末は、
動的スケジューリング伝送により占用される第２時間リソースのターゲットサブフレーム
における位置を確定する。
【００４５】
　ここで、該第１ＴＴＩの長さが該第２ＴＴＩの長さと異なり、しかも、該第１ＴＴＩの
長さは、時間ユニット（サブフレーム）の長さ以下であり、該第２ＴＴＩの長さは、時間
ユニット（サブフレーム）の長さ以下である。
【００４６】
　端末は、準静的スケジューリングする第１データに占用される第１時間リソースのター
ゲットサブフレームにおける位置と、動的スケジューリングする第２データに占用される
第２時間リソースのターゲットサブフレームにおける位置とに基づいて、第１データと第
２データの伝送を制御する。又は、つまり、該第１データと該第２データのうちの少なく
とも一つを伝送することを確定する。
【００４７】
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　具体的に、準静的スケジューリングする第１データを伝送することは、準静的スケジュ
ーリング（ＳＰＳ：Ｓｅｍｉ－Ｐｅｒｓｉｓｔｅｎｔ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ）する第１
物理アップリンク共有チャネル（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈ
ａｎｎｅｌ、ＰＵＳＣＨ）を送信することを含み、ここで、準静的スケジューリングする
第１ＰＵＳＣＨをＳＰＳ－ＰＵＳＣＨと略称する。動的スケジューリングする第２データ
を伝送することは、動的スケジューリング（ｄｙｎａｍｉｃ　ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ）す
る第２ＰＵＳＣＨを送信することを含み、ここで、動的スケジューリングする第２ＰＵＳ
ＣＨをｄｙｎ－ＰＵＳＣＨと略称する。
【００４８】
　又は、他のケースにおいては、準静的スケジューリングする第１データを伝送すること
は、準静的スケジューリングする第１物理ダウンリンク共有チャネル（Ｐｈｙｓｉｃａｌ
　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ、ＰＤＳＣＨ）を受信することを含
み、ここで、準静的スケジューリングする第１ＰＤＳＣＨをＳＰＳ－ＰＤＳＣＨと略称す
る。動的スケジューリングする第２データを伝送することは、動的スケジューリングする
第２ＰＤＳＣＨを受信することを含み、ここで、動的スケジューリングする第２ＰＤＳＣ
Ｈをｄｙｎ－ＰＤＳＣＨと略称する。
【００４９】
　本発明の実施例におけるデータ伝送の方法において、端末は、異なるＴＴＩでの伝送を
サポートし、基地局は、端末がターゲット搬送波のターゲット時間ユニットで、第１ＴＴ
Ｉを使用し、準静的スケジューリングする第１データを伝送し、第２ＴＴＩを使用し、動
的スケジューリングする第２データを伝送するように指示し、準静的スケジューリング伝
送によって占用される第１時間リソースと、動的スケジューリング伝送によって占用され
る第２時間リソースとのそれぞれのターゲット時間ユニットにおける位置に基づいて、第
１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定し、それによって
、異なるＴＴＩにおける動的スケジューリングと準静的スケジューリングを実現する。
【００５０】
　本発明の各実施例において、ターゲットサブフレームは、物理ダウンリンク制御チャネ
ル（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ、ＰＤＣＣ
Ｈ）を伝送するために占用される時間リソースと、データ伝送のために占用される時間リ
ソーストと含むことができる。第１時間リソースと第２時間リソースのいずれもデータ伝
送のために占用される時間リソースである。
【００５１】
　本発明の一つの実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり、第２ＴＴＩの長さ
が１ｍｓより小さく、Ｓ１４０における端末は、該第１時間リソースの該ターゲット時間
ユニットにおける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位置
とに基づいて、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確
定することは、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間ユニッ
トで重畳している場合、該端末は、該第１時間リソースのみを占用して該第１データを伝
送することを含むことができる。本実施例におけるデータ伝送を示す図は図２に示される
通りである。
【００５２】
　本実施例において、図２に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり（即ち、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳ
ＣＨが現行のＴＴＩを使用して伝送を行う）、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨ
は、具体的に、第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末がターゲット搬送
波のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さ
く）を使用し、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを
伝送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソー
スとの位置に対して判断を行う。第１時間リソースと第２時間リソースとが、ターゲット
サブフレームで重畳している場合、端末は、ｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを
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伝送せず、第１時間リソースのみを占用してＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨを
伝送する。
【００５３】
　本発明のさらに他の一つの実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり、第２Ｔ
ＴＩの長さが１ｍｓより小さく、Ｓ１４０における端末は、該第１時間リソースの該ター
ゲット時間ユニットにおける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットに
おける位置とに基づいて、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送す
ることを確定することは、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット
時間ユニットで重畳し、しかも、該第１時間リソースの開始時間位置が該第２時間リソー
スの開始時間位置と同じである場合、該端末は、該第２時間リソースのみを占用して該第
２データを伝送することを確定することを含むことができる。
【００５４】
　なお、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり、第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さい場合、
第２時間リソースの開始時間位置は、第１時間リソースの開始時間位置と同じ、又は第１
時間リソースの開始時間位置の後でしかならない。本実施例において、現在説明している
のは、第１時間リソースの開始時間位置が該第２時間リソースの開始時間位置と同じであ
る場合の状況である。本実施例におけるデータ伝送を示す図は、図３に示されている通り
である。
【００５５】
　本実施例において、図３に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり（即ち、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳ
ＣＨが現行のＴＴＩを使用して伝送を行う）、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨ
は、具体的に第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末がターゲット搬送波
のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく
）を使用し、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを伝
送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソース
との位置に対して判断を行う。第２時間リソースの開始時間位置が、データ伝送のために
占用される時間リソースの開始時間位置と同じであり、しかも、第１時間リソースと第２
時間リソースとがターゲットサブフレームで重畳している場合、端末は、ＳＰＳ－ＰＵＳ
ＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨを伝送せず、第２時間リソースのみを占用してｄｙｎ－ＰＵＳ
ＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを伝送する。
【００５６】
　本実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり、第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより
小さく、Ｓ１４０における端末は、該第１時間リソースの該ターゲット時間ユニットにお
ける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて
、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定することは
、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間ユニットで重畳し、
しかも、該第２時間リソースの開始時間位置が該第１時間リソースの開始時間位置の後に
位置している場合、該端末は、該第１時間リソースのみを占用して該第１データを伝送す
ることを確定することを含むことができる。本実施例におけるデータ伝送を示す図は、図
４に示されている通りである。
【００５７】
　本実施例において、図４に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓであり（即ち、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳ
ＣＨが現行のＴＴＩを使用して伝送を行う）、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨ
は、具体的に第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末がターゲット搬送波
のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく
）を使用して、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを
伝送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソー
スとの位置に対して判断を行う。第２時間リソースの開始時間位置が、データ伝送のため
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に占用される時間リソースの開始時間位置の後に位置し、しかも、第１時間リソースと第
２時間リソースとがターゲットサブフレームで重畳している場合、端末は、ｄｙｎ－ＰＵ
ＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを伝送せず、第１時間リソースのみを占用してＳＰＳ－ＰＵ
ＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨを伝送する。
【００５８】
　なお、図３と図４のそれぞれに対応する技術案を組み合わせて一つの技術案にしても良
い。
【００５９】
　本発明のさらに他の一つの実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、第
２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、Ｓ１４０端末は、該第１時間リソースの該ターゲッ
ト時間ユニットにおける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおけ
る位置とに基づいて、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送するこ
とを確定することは、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間
ユニットで重畳していない場合、該端末は、該第１時間リソースを占用して該第１データ
を伝送し、しかも、該第２時間リソースを占用して該第２データを伝送することを確定す
ることを含むことができる。本実施例におけるデータ伝送を示す図は、図５に示されてい
る通りである。
【００６０】
　本実施例において、図５に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣ
Ｈは、具体的に第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末がターゲット搬送
波のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さ
く）を使用し、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを
伝送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソー
スとの位置に対して判断を行う。第１時間リソースと第２時間リソースとが、ターゲット
サブフレームで重畳していない場合、端末は、第１時間リソースを占用してＳＰＳ－ＰＵ
ＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨを伝送し、しかも、端末は、第２時間リソースを占用してｄ
ｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを伝送する。
【００６１】
　本発明のさらに他の一つの実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、第
２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、Ｓ１４０端末は、該第１時間リソースの該ターゲッ
ト時間ユニットにおける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおけ
る位置とに基づいて、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送するこ
とを確定することは、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間
ユニットで重畳している場合、該端末は、該第１時間リソースのみを占用して該第１デー
タを伝送することを確定することを含むことができる。本実施例におけるデータ伝送を示
す図は、図６に示されている通りである。
【００６２】
　本実施例において、図６に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣ
Ｈは、具体的に第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末が、ターゲット搬
送波のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小
さく）を使用し、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨ
を伝送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソ
ースとの位置に対して判断を行う。第１時間リソースと第２時間リソースとが、ターゲッ
トサブフレームで重畳している場合、端末は、ｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨ
を伝送せず、第１時間リソースのみを占用してＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨ
を伝送する。
【００６３】
　なお、図５と図６のそれぞれに対応する技術案を組み合わせて一つの技術案にしても良



(15) JP 6736668 B2 2020.8.5

10

20

30

40

50

い。
【００６４】
　本発明のさらに他の一つの実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、第
２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、Ｓ１４０端末は、該第１時間リソースの該ターゲッ
ト時間ユニットにおける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおけ
る位置とに基づいて、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送するこ
とを確定することは、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間
ユニットで重畳し、しかも、該第１時間リソースの開始時間位置が該第２時間リソースの
開始時間位置の後に位置している場合、該端末は、該第２時間リソースのみを占用して該
第２データを伝送することを確定することを含むことができる。本実施例におけるデータ
伝送を示す図は、図７に示されている通りである。
【００６５】
　本実施例において、図７に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣ
Ｈは、具体的に第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末が、ターゲット搬
送波のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小
さく）を使用し、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨ
を伝送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソ
ースとの位置に対して判断を行う。第１時間リソース第２時間リソースとが、ターゲット
サブフレームで重畳し、しかも、該第１時間リソースの開始時間位置が、該第２時間リソ
ースの時間リソースの開始時間位置の後に位置している場合、端末は、ＳＰＳ－ＰＵＳＣ
Ｈ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨを伝送せず、第２時間リソースのみを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣ
Ｈ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを伝送する。
【００６６】
　本発明のさらに他の一つの実施例において、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、第
２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、Ｓ１４０端末は、該第１時間リソースの該ターゲッ
ト時間ユニットにおける位置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおけ
る位置とに基づいて、該第１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送するこ
とを確定することは、該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間
ユニットで重畳し、しかも、該第２時間リソースの開始時間位置が該第１時間リソースの
開始時間位置の後に位置している場合、該端末は、該第１時間リソースのみを占用して該
第１データを伝送することを確定することを含むことができる。本実施例におけるデータ
伝送を示す図は、図８に示されている通りである。
【００６７】
　本実施例において、図８に示すように、ターゲット搬送波のターゲットサブフレームに
おいて、第１ＴＴＩの長さが１ｍｓより小さく、ＳＰＳ－ＰＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣ
Ｈは、具体的に第１時間リソースにおいて伝送を行う。基地局は、端末が、ターゲット搬
送波のターゲットサブフレームにおいて、第２ＴＴＩ（第２ＴＴＩの長さが１ｍｓより小
さく）を使用し、第２時間リソースを占用してｄｙｎ－ＰＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨ
を伝送するように動的スケジューリングする。端末は、第１時間リソースと第２時間リソ
ースとの位置に対して判断を行う。該第１時間リソースと該第２時間リソースとが、該タ
ーゲットサブフレームで重畳し、しかも、該第２時間リソースの開始時間位置が該第１時
間リソースの時間リソースの開始時間位置の後に位置している場合、端末は、ｄｙｎ－Ｐ
ＵＳＣＨ／ｄｙｎ－ＰＤＳＣＨを伝送せず、第１時間リソースのみを占用してＳＰＳ－Ｐ
ＵＳＣＨ／ＳＰＳ－ＰＤＳＣＨを伝送する。
【００６８】
　なお、図７と図８のそれぞれに対応する技術案を組み合わせて一つの技術案にしても良
い。
【００６９】
　また、図５、図７及び図８のそれぞれに対応する技術案を組み合わせて一つの技術案に
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しても良い。。
【００７０】
　図９は、本発明の一つの実施例における端末２００を示すブロック図である。該端末２
００は、受信モジュール２１０、処理モジュール２２０を含む。
【００７１】
　受信モジュール２１０は、基地局より送信された第１指示シグナリングを受信するよう
に構成され、該第１指示シグナリングは、該端末がターゲット搬送波のターゲット時間ユ
ニットで、第１時間間隔ＴＴＩを使用し、準静的スケジューリングする第１データを伝送
するように指示するために用いられる。
【００７２】
　該受信モジュール２１０は、該基地局より送信された第２指示シグナリングを受信する
ようにさらに構成され、該第２指示シグナリングは、該端末が該ターゲット搬送波の該タ
ーゲット時間ユニットで、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジューリングする第２データを
伝送するように指示するために用いられ、ここで、該第１ＴＴＩの長さが該第２ＴＴＩの
長さと異なり、しかも、該第１ＴＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下であり、該第２Ｔ
ＴＩの長さが時間ユニットの長さ以下である。
【００７３】
　処理モジュール２２０は、準静的スケジューリング伝送により占用される第１時間リソ
ースの該ターゲット時間ユニットの位置と、動的スケジューリング伝送により占用される
第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットの位置とを確定するように構成される。
【００７４】
　処理モジュール２２０は、該第１時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位
置と、該第２時間リソースの該ターゲット時間ユニットにおける位置とに基づいて、該第
１データと該第２データのうちの少なくとも一つを伝送することを確定するようにさらに
構成される。
【００７５】
　本発明の実施例における端末は、異なるＴＴＩでの伝送をサポートし、基地局は、端末
がターゲット搬送波のターゲット時間ユニットで、第１ＴＴＩを使用し、準静的スケジュ
ーリングする第１データを伝送し、第２ＴＴＩを使用し、動的スケジューリングする第２
データを伝送するように指示し、準静的スケジューリング伝送によって占用される第１時
間リソースと、動的スケジューリング伝送によって占用される第２時間リソースとのそれ
ぞれのターゲット時間ユニットにおける位置に基づいて、第１データと該第２データのう
ちの少なくとも一つを伝送することを確定し、それによって、異なるＴＴＩにおける動的
スケジューリングと準静的スケジューリングを実現する。
【００７６】
　選択肢として、一つの実施例として、該準静的スケジューリングする第１データを伝送
することは、準静的スケジューリングする第１物理アップリンク共有チャネルＰＵＳＣＨ
を送信することを含み、該動的スケジューリングする第２データを伝送することは、動的
スケジューリングする第２ＰＵＳＣＨを送信することを含み、又は該準静的スケジューリ
ングする第１データを伝送することは、準静的スケジューリングする第１物理ダウンリン
ク共有チャネルＰＤＳＣＨを受信することを含み、該動的スケジューリングする第２デー
タを伝送することは、動的スケジューリングする第２ＰＤＳＣＨを受信することを含む。
【００７７】
　本発明の実施例において、時間ユニットは、サブフレームであっても良い。
【００７８】
　選択肢として、一つの実施例として、処理モジュール２２０は、具体的に、該第１時間
リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間ユニットで重畳している場合、該
端末は、該第１時間リソースのみを占用して該第１データを伝送することを確定するよう
に構成される。
【００７９】
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　選択肢として、一つの実施例として、処理モジュール２２０は、具体的に、該第１時間
リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間ユニットで重畳し、しかも、該第
１時間リソースの開始時間位置が該第２時間リソースの開始時間位置と同じであり、又は
該第１時間リソースの開始時間位置が該第２時間リソースの開始時間位置の後に位置して
いる場合、該端末は、該第２時間リソースのみを占用して該第２データを伝送することを
確定するように構成される。
【００８０】
　選択肢として、一つの実施例として、処理モジュール２２０は、具体的に、該第１時間
リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間ユニットで重畳し、しかも、該第
２時間リソースの開始時間位置が該第１時間リソースの開始時間位置の後に位置している
場合、該端末は、該第１時間リソースのみを占用して該第１データを伝送することを確定
するように構成される。
【００８１】
　選択肢として、一つの実施例として、処理モジュール２２０は、具体的に、該第１時間
リソースと該第２時間リソースとが、該ターゲット時間ユニットで重畳していない場合、
該端末は、該第１時間リソースを占用して該第１データを伝送し、しかも、該第２時間リ
ソースを占用して該第２データを伝送することを確定するように構成される。
【００８２】
　なお、本発明の実施例において、受信モジュール２１０は、送受信装置により実現され
ても良く、処理モジュール２２０は、プロセッサにより実現されても良い。図１０に示す
ように、端末３００は、プロセッサ３１０、送受信装置３２０、及び記憶装置３３０を含
むことができる。ここで、記憶装置３３０は、プロセッサ３１０で実行するコード等を記
憶するように用いられる。
【００８３】
　端末３００内の各コンポーネントはバスシステム３４０によってカップリングされてお
り、ここでバスシステム３４０は、データバス以外に、電源バス、制御バス及び状態信号
バスを含む。
【００８４】
　図９に示されている端末２００又は図１０に示されている端末３００は、前記図１～図
８に示す実施例で実現される各フローを実現することができ、重複を避けるため、ここで
それ以上説明しない。
【００８５】
　注意すべきこととして、本発明の上記方法の実施例はプロセッサに適用されてもよく、
又はプロセッサによって実現されてもよい。プロセッサは集積回路チップである可能性が
あり、信号処理能力を備えている。実現過程において、上記方法の実施例における各ステ
ップは、プロセッサにおけるハードウェアの集積論理回路、又はソフトウェア形態の命令
により完成されてもよい。上記のプロセッサは汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ
（ＤＳＰ：Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）、専用集積回路（ＡＳ
ＩＣ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕ
ｉｔ）、現場でプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ：Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍ
ａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）、又は他のプログラマブルロジックデバイス、ディス
クリートゲート又はトランジスタ論理デバイス、ディスクリートハードウェアコンポーネ
ントであってもよい。本発明の実施例における開示された各方法、ステップ及び論理ブロ
ック図を実現、又は実行することができる。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであっ
てもよく、又は該プロセッサはいずれかの通常のプロセッサなどであってもよい。本発明
の実施例に開示された方法を結合するステップは、ハードウェア復号プロセッサによって
実行して完成され、又は復号プロセッサにおけるハードウェアモジュール及びソフトウェ
アモジュールの組み合わせによって実行して完成されるように具現することができる。ソ
フトウェアモジュールは、ランダムアクセスメモリ、フラッシュメモリ、読み取り専用メ
モリ、プログラマブル読み取り専用メモリ又は電気的消去可能プログラマブルメモリ、レ
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ジスタなどの本分野における成熟した記憶媒体に位置してもよい。該記憶媒質はメモリに
位置し、プロセッサはメモリにおける情報を読み取り、そのハードウェアと組み合わせて
上記方法のステップを完成する。
【００８６】
　本発明の実施例におけるメモリは揮発性記憶装置又は不揮発性記憶装置であってもよく
、又は揮発性記憶装置及び不揮発性記憶装置の両者を含むことができることが理解できる
。ここで、不揮発性記憶装置は読み取り専用メモリ（ＲＯＭ：Ｒｅａｄ－Ｏｎｌｙ　Ｍｅ
ｍｏｒｙ）、プログラマブル読み取り専用メモリ（ＰＲＯＭ：Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ
　ＲＯＭ）、消去可能プログラマブル読み取り専用メモリ（ＥＰＲＯＭ：Ｅｒａｓａｂｌ
ｅ　ＰＲＯＭ）、電気的消去可能プログラマブル読み取り専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ：Ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　ＥＰＲＯＭ）又はフラッシュメモリであってもよい。揮発性記
憶装置は外部キャッシュメモリとして機能するランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ：Ｒａｎ
ｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）であってもよい。制限的でなく例示的な説明によ
り、多くの形態のＲＡＭは利用可能であり、例えばスタティックランダムアクセスメモリ
（ＳＲＡＭ：Ｓｔａｔｉｃ　ＲＡＭ）、動的ランダムアクセスメモリ（ＤＲＡＭ：Ｄｙｎ
ａｍｉｃ　ＲＡＭ）、同期動的ランダムアクセスメモリ（ＳＤＲＡＭ：Ｓｙｎｃｈｒｏｎ
ｏｕｓ　ＤＲＡＭ）、ダブルデータレート同期動的ランダムアクセスメモリ（ＤＤＲＳＤ
ＲＡＭ：Ｄｏｕｂｌｅ　Ｄａｔａ　Ｒａｔｅ　ＳＤＲＡＭ）、強化型同期動的ランダムア
クセスメモリ（ＥＳＤＲＡＭ：Ｅｎｈａｎｃｅｄ　ＳＤＲＡＭ）、同期リンク動的ランダ
ムアクセスメモリ（ＳＬＤＲＡＭ：Ｓｙｎｃｈｌｉｎｋ　ＤＲＡＭ）とダイレクトラムバ
スランダムアクセスメモリ（ＤＲ　ＲＡＭ）である。注意すべきこととして、本明細書に
記載のシステムと方法のメモリは、これら、及びいずれかの他の適切なタイプのメモリを
含むことを主旨としているが、これらに限定されない。
【００８７】
　本願に開示されている実施例に説明されている各例示的なユニット及びアルゴリズムの
ステップを結合し、電子ハードウェア、又はコンピュータソフトウェアと電子ハードウェ
アの結合を用いて実現することができることを当業者であれば理解できる。これらの機能
がハードウェアの形式かあるいはソフトウェアの形式で実施するかについては、技術案の
特定応用と設計制約によるものである。当業者は、各特定応用に応じて異なる方法を用い
て、説明されている機能を実現することができるが、このような実現は本発明の範囲を超
えていると見なすべきではない。
【００８８】
　当業者は、説明の便利と簡潔上、上記に記載されているシステム、装置及びユニットの
具体的な動作については、上記方法の実施例において対応するフローを参照することがで
き、ここでそれ以上説明を行わない。
【００８９】
　本願に提供されている幾つかの実施例において、開示されているシステム、装置及び方
法は、その他の方式で実現されても良い。例えば、上記に記載されている装置の実施例は
単なる例示的なものに過ぎず、例えば、前記ユニットの分け方が、単なるロジック的な機
能分けであり、実際、実現する時に他の分け方があっても良く、例えば、複数のユニット
又はコンポーネントを他のシステムへ統合、又は集成しても良く、又は幾つかの技術的特
徴を省略、又は実施しなくても良い。また、明示され、又は議論されている各構成部分の
相互的なカップリング、又は直接のカップリング、又は通信接続は、幾つかのインターフ
ェース、装置、又はユニットの間接のカップリング又は通信によって接続されても良く、
電気的、機械的、又はその他の形式であっても良い。
【００９０】
　上記で分離コンポーネントとして説明したユニットは、物理的に分離されるものであっ
ても良く、そうでないものであっても良い。ユニットとして示されるコンポーネントは物
理ユニットであっても良く、そうでないものであっても良い。一箇所に配置されても良く
、複数のネットワークユニットに配置しても良い。実際のニーズに応じて、その中の一部
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又は全部のユニットを選択して本実施例の技術案の目的を実現しても良い。
【００９１】
　また、本発明の各実施例における各機能ユニットは、一つの処理ユニットに統合しても
良く、各ユニットはそれぞれ単独なユニットとしても良く、二つ又は二つ以上のユニット
を一つのユニットに統合しても良い。
【００９２】
　前記機能は、ソフトウェア機能ユニットの方式で実現し、しかも独立な製品として販売
又は使用する場合、コンピュータ読み取り可能の記憶媒体に記憶しても良い。これによっ
て、本発明の技術案が事実上、言い換えれば先行技術に貢献した部分がソフトウェア製品
の形で具現でき、該コンピュータソフトウェア製品は記憶媒体に記憶され、コンピュータ
装置（パソコン、サーバ、またはネットワーク装置などであっても良い）に本発明の各実
施例の全部または一部の前記方法を実行させための複数の命令を含む。上記の記憶媒体は
、ＵＳＢメモリ、移動記憶媒体、読み取り専用メモリ（ＲＯＭ：Ｒｅａｄ－Ｏｎｌｙ　Ｍ
ｅｍｏｒｙ）、ランダムアクセス記憶装置（ＲＡＭ：Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅ
ｍｏｒｙ）、磁気ディスク又はコンパクトディスクなどの各種のプログラムコードが記憶
できる媒体を含む。
【００９３】
　上記に記載されているのは、単なる本発明の具体的な実施形態に過ぎず、本発明はそれ
に限らず、当業者が本発明に開示されている範囲内において、容易に想到し得る変形又は
入れ替えは、全て本発明の範囲内に含まれるべきである。そのため、本発明の範囲は、記
載されている特許請求の範囲に準じるべきである。

【図１】 【図２】

【図３】
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